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は じ め に

　令和 6 年能登半島地震において、ドクターヘリ中
部ブロックは、被災県である石川県の要請を受け、ド
クターヘリによる継続的支援を行なった。これは、中
部ブロックを構成する8 県及び基地病院間で締結した

「大規模災害時のドクターヘリ広域応援に関する基本
協定」（以下、基本協定）に基づく支援活動であり、
1 月 2 日より2 月 15 日まで、活動を継続した。なお、
この支援活動は、厚生労働省発出の「大規模災害
時におけるドクターヘリの運用体制構築に係る指針」

（以下、厚労省指針）に基づく、初めての地域ブロッ
クによる支援活動である。

支 援 の 実 際

　中部ブロックは、静岡県、愛知県、三重県、長野
県、富山県、石川県、福井県、岐阜県の 8 県で構
成され、連絡担当基地病院は、静岡県西部機基地
病院の聖隷三方原病院である。中部ブロックでは、1
月 1 日 19 時 13 分、即ち発災後概ね 3 時間で、ブロッ
ク内の各ドクターヘリの被災状況を確認の上、1 月 2
日朝からの愛知機、信州松本機の石川県への派遣
についての、実務上の調整を終えた。基本協定に基
づく石川県からの正式な支援要請が行なわれたのは、
22 時 46 分であった。なお、参集拠点は、小松空港
とした。具体的な時系列は、表 1に示す。
　実際の被災地支援活動は、石川県ドクターヘリ本

部の指揮下で行い 1）、気象条件の許す展開可能日
に、被災県も含めて 3-5 機での対応を基本とした。
冬季の北陸地方の気象状況により、1 月中の展開可
能日は 15 日間であり、このうち 5 機が展開（被災県、
隣接 2 県（富山県、福井県）、輪番 2 機）できたの
は 7 日間、3 機展開（被災県、隣接 2 県）可能で
あったのは 8 日間であった。また、1 月中の出動件数
の総数は 80 件であった（表 2）。なお、中部ブロック
としての支援活動は、1 月 2 日より2 月 15 日まで継続
した。期間中のドクターヘリの総出動件数は 96 件で
あった 1）。なお、隣接 2 県の機体は、それぞれの基
地病院での待機とした（表 2）。
　支援機調整は、メール上で前日に石川県より要請
を受け、運航会社による天候確認後、連絡担当基
地病院が具体的な支援体制を決定することとした。
実際のメールのやり取りを図 1に示す。

考 察

　中部ブロックとしては、迅速に初動体制を整え、円
滑に支援を継続することができたものと思われた。こ
れは、平時からの対応が、効を奏したもの考えられた。

1）平時の対応
　厚労省指針の発出前より、中部ブロック構成各
県は、情報交換を行い、政府訓練等においても
派遣調整等を行ってきた。具体的には、2016 年
12 月には、「中部ブロック災害時ドクターヘリコンタ
クトリスト（メーリングリスト、以下 ML）」を作成、
2018 年 12 月には、行政、基地病院、運航会社
関係者で構成する「中部ブロックドクターヘリ連絡
会議 （以下、連絡会議）」を発足させた。これ
は、年 1 回、日本救急医学会中部地方会学術
集会に併せて開催し、災害時のドクターヘリ参集
場所、出動時に使用する主な離着陸場、ドクター
ヘリ調整部等の設置予定場所、運用体制に係る
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3）支援活動の実際から
　支援活動は、当初予想よりも長期間の支援が
必要となった。また、一回あたりの出動時間が長
いことも特徴であったが、これは，搬送距離が長い
ことによるもののほか、離着陸場までの搬送車両
の確保の調整に難渋したことによる。
　また、天候不良により展開可能な日が少なかっ
たが、支援可能日は輪番で展開した 2 機は、日帰
りで対応することとなり、結果として、支援疲れが
起こらなかった、という一面も指摘できよう。
　被災地である能登半島への支援という地理的
条件から、有効と思われた富山空港での支援機
の待機は実現できず、駐機場の確保について予
め調整が必要であることが強く示唆された。一方、
関係者の尽力により、富山大学病院での待機が
できたことは幸甚であった。

要領、ML（事務局静岡県）運用方法等を協議
する会議体である。また、この会議には、中部ブ
ロックの所属ではないが、日本救急医学会中部地
方会を構成する山梨機、静岡県東部機の関係者
も参加している。なお、これらの議論を開始したの
は、2016 年の第 19 回日本救急医学会中部地方
会学術集会のシンポジウムであった。
　そして、2020 年 3 月には、基本協定の締結を
果たしたが、これらの取り組みが、今回の円滑な
活動の根底にあるものと考える。

2）発災初期の対応から
　支援開始時に提起された課題は、即応できる
か、行政と円滑に連携できるか、であった。実際、
関係各機関の連絡は、ML によって行なわれ、迅
速に対応し、引き続いての円滑な支援活動が可能
となった。

表２　支援の実際

（1月中、展開可能日の出動件数、 「-」 は待機したが出動なし）

表１　中部ブロックによるドクターヘリの支援開始
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図１　支援機調整（メールのやり取り）の実際

　また、隣接ブロックへの応援依頼は情報提供の
みに止まったが、今後、支援要請について、具
体的な依頼方法の追求が必要である。
　連絡担当者の交代を考慮しなかったことも、当
初想定より支援期間が長期化したことにも起因す
るが今後の課題である。
　今後の大規模災害を見据えた対応としては、
今回の活動を踏まえた上で、引き続き、災害時の
ドクターヘリ参集場所、出動時に使用する主な離
着陸場、ドクターヘリ調整部及び本部の設置予定
場所、運用体制に係る要領について、実効性の
あるものとすべく、連絡会議での議論を深めること
が重要であろう。

結 語

　令和 6 年能登半島地震に際しては、ドクターヘリ中
部ブロックにおいては、ドクターヘリによる支援活動を
円滑に行うことができた。
　災害時のドクターヘリの円滑な連携を実現するため
には、基本協定の締結のほか、実災害のみならず訓
練等の実施で明らかとなってくる細部の課題の調整を
行う連絡会議での継続する議論が重要である。
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